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独自教科設定 ○ ○ ○ × 











小・中学校それぞれ 12学級以上 18学級以下 
通学距離 おおむね 6km以内 小学校はおおむね 4km以内，中学校はおおむね 6km以内 






































導入 グループ A グループ B 
























































































ープ 小学 中学 義務 義務 併設 範囲 
青森県三戸町 10,333 151.8 3 2 0 全域 × ○ 全域 C 
茨城県笠間市 76,969 240.4 10 5 1 一部 ○ × 一部 B 
栃木県宇都宮市 522,938 416.9 68 25 0 全域 × × なし D 
神奈川県横浜市 3,737,845 437.6 339 145 2 全域 ○ ○ 一部 A 
長野県佐久穂町 11,388 188.2 1 1 0 全域 × ○ 全域 C 
静岡県浜松市 807,013 1,558.1 96 48 0 全域 × × なし D 
三重県津市 281,127 711.2 48 19 1 全域 ○ × 一部 B 
兵庫県豊岡市 83,174 697.6 29 9 0 全域 × ○ 全域 C 
兵庫県小野市 48,941 92.9 8 4 0 全域 × ○ 全域 C 
奈良県奈良市 358,896 276.9 43 21 0 全域 × × なし D 
広島県府中市 40,211 195.8 6 2 2 全域 ○ ○ 全域 A 
福岡県八女市 64,637 482.4 14 9 1 一部 ○ × 一部 B 
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義務教育学校 35【15】 46【22】 40 5 1 
小中一貫型 
小・中学校 
併設型 84【55】 246【160】 63 28 155 


















表２ 小中一貫教育制度化への対応状況の分類による分布（平成 29年度） 
 市町村数 割合 
グループ A 両形態を併用 6 2.1% 
グループ B 義務教育学校のみ 29 10.3% 
グループ C 併設型小・中学校のみ 78 27.8% 
グループ D 運用上の小中一貫教育 168 59.8% 























市町村数 割合 市町村数 割合 
全体 281 150 53.4% 42 14.9% 
グループ A 6 6 100.0% 4 66.7% 
グループ B 29 12 41.4% 6 20.7% 
グループ C 78 40 51.3% 32 41.0% 


































小中一貫教育の全域導入 150 48 32.0％ 





























平成 28年度の状況 市町村数 割合 
小中連携教育あり 30 93.8％ 
小中連携教育なし 2 6.3％ 






















表６ 平成 29年度に小中一貫教育を新規導入した市町村の制度化への対応状況 
 市町村数 割合 
グループ A 両形態を併用 0 0.0% 
グループ B 義務教育学校のみ 3 9.4% 
グループ C 併設型小・中学校のみ 18 56.3% 
グループ D 運用上の小中一貫教育 11 34.4% 



















平成 28年度の状況 市町村数 割合 
小中一貫教育あり 22 51.2% 
小中連携教育あり 19 44.2% 
上記のいずれもなし 2 4.7% 
























市町村数 割合 市町村数 割合 
グループ A 両形態を併用 1 4.5% 0 0.0% 
グループ B 義務教育学校のみ 14 63.6% 3 14.3% 
グループ C 併設型小・中学校のみ 7 31.8% 18 85.7% 


































表９ 義務教育学校の学校規模（平成 29年度） 
 
通常学級数で集計 （参考）全学級数で集計 
学校数 学校数 学校数 割合 
8学級以下 7 15.2% 5 10.9% 
9～17学級 19 41.3% 20 43.5% 
18～27学級（標準） 14 30.4% 10 21.7% 
28学級以上 6 13.0% 11 23.9% 





























表 10 義務教育学校の副校長・教頭数と学校規模（平成 29年度） 
 
副校長・教頭数 
１名 ２名 ３名 合計 
8学級以下 0 7 0 7 
9～17学級 1 9 9 19 
18～27学級（標準） 0 2 12 14 
28学級以上 0 0 6 6 





























（平成 30年 11月 30日確認） 
文部科学省『小中一貫教育の導入状況調査について』，文部科学省ウェブサイト，2017年。 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ikkan/__icsFiles/afieldfile/2017/09/08/1395183_01.pdf 




























(8) 義務標準法第 17条による。 
(9) 該当する学校の通常学級数は９学級であったが，児童生徒数は 100 人未満と１学級に
10名前後の小規模クラスであった。 
－ 27 －



























































































































































































































































































分類名 状況 該当市町村（市町村コード順） 
グループ A 両形態を併用 横浜市・（広島県）府中市 
グループ B 義務教育学校のみ 笠間市・津市・八女市 
グループ C 併設型小・中学校のみ 三戸町・佐久穂町・豊岡市・小野市・佐伯市 
















































































































































































































































































































































とにした。ここでは，全 43項目中上位 15項目 (3)について見ることにして，結果は次ペー
ジの表１として示した。 





















①小・中学校共通で実践する取組が増えた 85.2% 97.6% 
②中学校への進学に不安を覚える児童が減少した 78.5% 96.0% 
③小・中学校の教職員間で協力して指導に当たる意識が高まった 73.2% 96.8% 
④小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった 72.5% 94.8% 
⑤いわゆる「中１ギャップ」が緩和された 68.5% 92.8% 
⑥上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった 66.4% 94.0% 
⑦異校種，異学年，隣接校間の児童生徒の交流が深まった 64.4% 89.6% 
⑧下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった 57.0% 93.2% 
⑨小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった 55.7% 93.6% 
⑩教員の指導方法の改善意欲が高まった 46.3% 92.4% 
⑪小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった 43.0% 90.8% 
⑫児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた） 42.3% 88.4% 
⑬児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた 41.6% 90.8% 
⑭小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった 37.6% 85.5% 







33番目（特に肯定的 14.8％，肯定的全体 63.5％），「全国学力・学習状況調査」が 34番目

















































































































































































































①小中の教職員間での打合せ時間の確保 63.9% 26.8% 
②教職員の負担感・多忙感の解消 63.9% 24.8% 
③小中合同の研修時間の確保 53.4% 16.1% 
④教職員間での負担の不均衡 49.4% 9.4% 
⑤９年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発 43.4% 4.0% 
⑥成果・課題の可視化と関係者間での共有 42.6% 6.0% 
⑦小・中学校間での負担の不均衡 41.8% 6.0% 
⑧必要な予算の確保 41.4% 11.4% 
⑨成果や課題の分析・評価手法の確立 41.4% 5.4% 


























































































































































































































































































































青森県三戸町 平成 30年７月３日 全域 × ○ 全域 
茨城県笠間市 平成 29年７月 11日 一部 ○ × 一部 
栃木県宇都宮市 平成 29年７月 6日 全域 × × なし 
神奈川県横浜市 
平成 29年９月 29日・ 
10月 31日・11月 30日 
全域 ○ ○ 一部 
長野県佐久穂町 平成 30年６月 18日 全域 × ○ 全域 
静岡県浜松市 平成 30年９月５日 全域 × × なし 
三重県津市 平成 30年７月 10日 全域 ○ × 一部 
兵庫県豊岡市 平成 30年５月 29日 全域 × ○ 全域 
兵庫県小野市 平成 30年３月７日 全域 × ○ 全域 
奈良県奈良市 平成 30年２月 22日 全域 × × なし 
広島県府中市 平成 30年 11月７日 全域 ○ ○ 全域 
福岡県八女市 平成 30年８月７日 一部 ○ × 一部 
















表１ 三戸町の基本情報：平成 30年度 
町立小学校数 3 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 3 校 
（うち併設型小学校数） 3 校 
町立中学校数 2 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 2 校 
（うち併設型中学校数） 2 校 














































表２ 立志科で育てる力（３観点５領域 10能力） 
３観点 ５領域 10能力 






































































































































































































































表１ 笠間市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 10 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 0 校 
（うち併設型小学校数） 0 校 
市立中学校数 5 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 0 校 
（うち併設型中学校数） 0 校 






























































































































































































(1) 本事例は聞き取り調査を行った平成 29 年７月 11 日の訪問時点の情報を基に作成して
いる。訪問後に生じた取組の変化もできる限り反映させるようにしているが，原則的には
訪問時点の内容であることを留意されたい。 













(7) うち専任者が１名，非常勤が２名となっている（いずれも平成 29年度実績である）。 
－ 71 －






表１ 宇都宮市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 68 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 68 校 
（うち併設型小学校数） 0 校 
市立中学校数 25 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 25 校 
（うち併設型中学校数） 0 校 





































































外国語活動 学校裁量 総計 
小学校
 
第１学年 10 10 20 
第２学年 10 10 20 
第３学年 20 0 20 
第４学年 20 0 20 
第５学年 20 0 20 
第６学年 20 0 20 
中学校
 
第１学年 0 15 30 
第２学年 0 15 30 































































































































































表１ 横浜市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 339 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 339 校 
（うち併設型小学校数） 9 校 
市立中学校数 145 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 145 校 
（うち併設型中学校数） 5 校 


















































































































































































































































(1) 本事例は聞き取り調査を行った平成 29 年９月 29 日（西金沢学園），同年 10 月 31 日
































た。町の中心部に千曲川の清流と JR 小海線が南北に走っており，東西の長さは約 30km
と広がる東西に細長い町域となっている (1)。 
 
表１ 佐久穂町の基本情報：平成 30年度 
町立小学校数 1 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 1 校 
（うち併設型小学校数） 1 校 
町立中学校数 1 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 1 校 
（うち併設型中学校数） 1 校 




















































































授業が行われており，担任と ELT（English Language Teacher）と呼ばれるネイティブの
補助教員が一緒に授業に入るティーム・ティーチング（TT）が行われている。中学校にお
























































































































































表１ 浜松市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 96 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 96 校 
（うち併設型小学校数） 0 校 
市立中学校数 48 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 48 校 
（うち併設型中学校数） 0 校 






































































































































































































表１ 津市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 48 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 48 校 
（うち併設型小学校数） 0 校 
市立中学校数 19 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 19 校 
（うち併設型中学校数） 0 校 













































































































































































































































表１ 豊岡市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 29 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 29 校 
（うち併設型小学校数） 29 校 
市立中学校数 9 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 9 校 
（うち併設型中学校数） 9 校 














































































































































































































































表１ 小野市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 8 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 8 校 
（うち併設型小学校数） 8 校 
市立中学校数 4 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 4 校 
（うち併設型中学校数） 4 校 








































































































































































































































表１ 奈良市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 43 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 43 校 
（うち併設型小学校数） 0 校 
市立中学校数 21 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 21 校 
（うち併設型中学校数） 0 校 




















































































































































































































表１ 府中市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 6 校 
（うち一貫教育取組校数） 6 校 
（うち併設型小学校数） 6 校 
市立中学校数 2 校 
（うち一貫教育取組校数） 2 校 
（うち併設型中学校数） 2 校 


















































































































































































































































表１ 八女市の基本情報：平成 30年度 
市立小学校数 14 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 0 校 
（うち併設型小学校数） 0 校 
市立中学校数 9 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 0 校 
（うち併設型中学校数） 0 校 



































































































































































































































表１ 佐伯市の基本情報（平成 30年度） 
市立小学校数 19 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 8 校 
（うち併設型小学校数） 8 校 
市立中学校数 12 校 
（うち小中一貫教育取組校数） 8 校 
（うち併設型中学校数） 8 校 
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